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ＣＯＰ26の成果と今後の課題
―ロードマップや新興国支援の具体化が急務―
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（１）第26回国連気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ26）は、予定を１日延長し、11月13日に合意文
書を締結して閉幕（図表１）。総じてみれば、長期目標に関するコミットメントや大きな枠組みの
設定で進展がみられた一方、具体策に関する合意形成は難航。

（２）具体的な成果として、印・露等の温室効果ガス（ＧＨＧ）排出の多い新興国が脱炭素目標を宣言
（図表２）。ＩＥＡの試算では、21世紀末の気温上昇幅は1.8℃まで縮小。加えて、合意文書では
「1.5℃以内に抑える努力を追求」と、ＧＨＧのさらなる削減を目指す方向性を明示。また、新興国
支援についても、先進国の資金支援の増額（図表３）、国際的な排出量取引のルール化を実現。さ
らに、民間では、世界の450以上の金融機関が結成したグラスゴー金融同盟（ＧＦＡＮＺ）が正式
発足、今後30年で100兆ドルの脱炭素資金の供給をコミット（図表４）。

（３）一方、課題として、2030年までの各国目標の引き上げが22年末に先送りされたほか、新興国支援も
具体策は未定。また、議長国の英国が重視した石炭火力発電は、合意文書に記載されたものの、表
現は「段階的削減」に。石炭火力発電廃止やゼロ排出車に関する個別合意でも署名国は限定的。

（４）気候変動対応に関しては、各国の産業構造や経済発展段階が大きく異なるため、長期目標では一致
できたとしても、具体策の共通化は困難であることが浮き彫りに。今後は、各国が長期目標達成に
向けた中間目標・ロードマップ策定を進め、世界全体の2050年脱炭素に向けたロードマップ策定に
繫げる必要あり。先進国による新興国への資金・技術支援も、官民連携のうえ具体策の検討が急務。
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（図表４）グラスゴー金融同盟（ＧＦＡＮＺ）の概要（図表３）ＣＯＰ26における新興国支援の強化

（資料）ＯＥＣＤ等を基に日本総研作成 （資料）Glasgow Financial Alliance for Net Zero

（図表２）主要排出国の排出量と脱炭素目標

（資料）ＢＰ等を基に日本総研作成

（図表１）ＣＯＰ26合意文書のポイント

（資料）国連「Glasgow Climate Pact」
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【脱炭素目標】

2060年

2050年

2070年

今回宣言

2060年

今回宣言

2050年

設立
・21年4月設立
・COP26開催に合わせて正式発足

メンバー
・450金融機関（銀行、年金、保険、アセマネ等）
 - 総資産130兆ドル（一部二重計上あり）
・傘下に銀行、アセットオーナー等のアライアンス

主な
コミット

・今後30年に脱炭素投資に必要とされる
　100兆ドルの資金供給

ロード
マップ

・風力/太陽光発電、電力貯蔵、送電、鉄鋼
　バイオメタン、グリーン水素などへの投資に
　関する17のロードマップを策定

項目 概要

排出削減
目標

・パリ協定の目標確認、1.5℃目標へ努力追求
・22年末までに2030年までの各国目標を見直し

新興国
資金支援

・年1,000億ドル目標未達は遺憾
 -適応支援を25年までに19年水準の２倍要請

排出量
国際取引

・COP24,25で先送りされていたルール化の達成
　（パリ協定ルールブックの完成）

化石燃料 ・石炭火力発電と非効率な補助金の段階的削減


